










































A study on life support for people with difficulties in daily activities such as shopping:











































































































































































































平成12年度 22.5 0.2 0.3
13 21.5 0.2 0.3
14 20.2 0.2 0.3
15 17.8 0.2 0.3
16 16.0 0.1 0.2
17 14.8 0.1 0.3
18 14.3 0.1 0.3
19 13.7 0.1 0.2
20 13.4 0.1 0.2
21 14.0 0.1 0.2








































































































































買い物弱者が存在 50％ 52％ 40％ ８％
買い物弱者が存在し








買い物弱者が存在 42％ 57％ 38％ ５％
買い物弱者が存在し
ない 58％ 32％ 39％ 29％
図表29　買い物弱者の増加・移動販売・配達の有無 図表30　中山間地域の多くが無住化
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の」18）である。［図表31・32参照］
　生活支援を雇用創出の機会と捉え、職を求めている
人に結びつけるためには、市町村行政の手腕と責任が
問われる。すなわち国は緊急雇用対策をはじめ各種の
施策を用意しており、市町村行政にはそれらを組合せ
活用する知恵が求められているのである。
　たとえば、全国的に障害児の特別支援学校卒業生の
進路確保が課題となっているが、真庭市でも同様の状
況である。この対策として、障害者自立支援法による
障害者雇用継続支援事業を活用して卒業生の進路確保
を行いつつ、事業内容として高齢者の生活支援を行え
ば、一石二鳥の効果も期待できるのではないか。
　効率論よりもまずは当たり前の願いを叶えるための
知恵を絞り出すことである。［図表33参照］
（注）
１）森林資源など生物由来の有機物を活用しようとする真庭
市の計画である。
２）国土審議会政策部会『国土の長期展望』中間とりまとめ
における議論
３）『地域公共交通と連携した包括的な生活保障のしくみづ
くりに関する研究』P8
４）同上P9一ノ瀬友博（慶應義塾大学環境情報学部）の主張
５）境　新一「社会的課題解決ビジネスと社会的企業に関す
る考察」p316
６）経済産業省の地域経済研究会において作成した地域分析
の手法。平成17年１月「地域経済構造分析の手引き」とし
て公表。本格的に実施した例として島根県がある。中心的
な研究者は岡山大学経済学部の中村良平氏である。
米国型とＥＵ製
米国　レーガン政権下でのNPOが活躍する分野への予
算支出の削減→NPOへの政府補助金の大幅減→商業化
して事業収入を追求・営利企業との競争とコラボレー
ション
　NPOと株式会社の中間領域：事業的なボランタリー
活動から営利企業のCSRまで含む。いかに社会的起業
家が社会問題を発見し事業を立ち上げ、有効な解決策を
提示するかに関心
ＥＵ　経済成長の停滞・高失業・社会的排除問題といっ
た福祉国家の危機下での積極的労働市場政策や社会サー
ビス供給における準市場の導入などによる「福祉国家の
再建」
　NPOと協同組合の中間領域：サードセクター。コミュ
ニティの利益を志向し、民主的参加を重視した組織運営
が特徴
ＥＵ型に２類型
○介護などの対人社会サービスを行う目的の事業体
○労働市場から排除された就労困難者に就労・訓練機会
を提供する目的の事業体（＝労働統合型社会的企業
WISE）
小杉礼子
○日本では、米国型、ＥＵ型が混在
ソーシャル・ビジネス（経済産業省2008）
社会性：現在解決が求められる社会的課題に取り組む
ことを事業活動のミッションとする
事業性：そのミッションをビジネスの形に表し、継続
的に事業活動を進めていく
革新性：新しい社会的商品・サービスや、それを提供
するためのしくみを開発したり、活用したり
すること。また、その活動が、社会に広がる
ことを通して、新しい社会的価値を創出する
コミュニティ・ビジネス（関東経済産業局）
　地域の課題を地域住民が主体的に、ビジネスの手法を
用いて解決する取り組み
ワーカーズ・コレクティブ
（神奈川ワーカーズコレクティブ連合会）
　地域に暮らす人たちが、生活者の視点から地域に必要
なモノやサービスを市民事業として事業化し、自分たち
で出資し、経営し、労働を担う新しい働き方の組織
共通要素：
何らかの社会問題の解決をその組織の主たる目的と
し、目的を達成するためにビジネスの手法を用いる
組織であること（営利法人を含む多様な法人形態）
＋革新性、地域主体、民主的参加などの独自の価値
小杉礼子
図表31　国際的な「社会的企業」の概念
図表32　日本の「社会的企業」に関する議論
図表33　過疎地域の生活支援
─ 110 ─
３．『平成23年度 環境経済の政策研究』岡山大学、南
山大学、高知大学、株式会社エックス都市研究所　
平成24年３月
４．『真庭市の産業振興政策立案に係る調査報告書』
（独法）中小企業基盤整備機構　平成20年３月
５．『平成20年度広域ブロック自立施策等推進調査』
経済産業省中国経済産業局　平成21年３月
６．『高齢者生活支援・買い物弱者対策事業成果報告
書』真庭市産業観光部商工観光課　平成24年３月
７．『地域公共交通と連携した包括的な生活保障のし
くみづくりに関する研究』国際交通安全学会　平成
23年３月
８．『岡山県鉱工業指数』岡山県　各年度
９．『決算カード』総務省　各年度
10．『真庭市当初予算概要説明』真庭市　各年度
11．境　新一「社会的課題解決ビジネスと社会的企業
に関する考察」成城・経済研究第187号　2010年２
月p316
12．『地域経済構造分析』島根県 平成19年３月
13．中村良平「地域経済構造分析」経済産業研究所
ホームページおよび岡山大学経済学部中村良平研究
室ホームページ
　http://www.rieti.go.jp/users/nakamura-ryohei/
index.html
　http://www.e.okayama-u.ac.jp/~ryonk/index.
htm
14．小杉礼子「｢社会的企業」による自立支援の課題 
－「若者統合型社会的企業」調査より－」社会保障
審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別
部会（第５回）資料2012年６月15日
15．農林水産研究所ホームページ研究成果報告会　平
成23年８月２日　安達商事ほか事例
16．『落合町史通史編』落合町　平成16年３月　
17．『福祉社会学研究8』福祉社会学会　2011年５月　
東信堂
７）『真庭市の産業振興政策立案に係る調査報告書』（平成20
年３月）と『平成23年度 環境経済の政策研究』（平成24年
４月）
８）『真庭市の産業振興政策立案に係る調査報告書』p22
９）『平成23年度環境経済の政策研究』p214
10）『真庭市の産業振興政策立案に係る調査報告書』p27
11）『真庭市の産業振興政策立案に係る調査報告書』p12
12）『真庭市の産業振興政策立案に係る調査報告書』p15
13）『高齢者生活支援・買い物弱者対策事業成果報告書』平
成24年３月真庭市
14）『地域公共交通と連携した包括的な生活保障のしくみづ
くりに関する研究』p159
15）国土審議会政策部会『国土の長期展望』中間とりまとめ
p7
16）『地域公共交通と連携した包括的な生活保障のしくみづ
くりに関する研究』p8
　　なお、本稿中で、過疎地域において高齢化が進み無住化
が危惧される集落という意味で、「限界集落」や「無住化
危惧集落」の言葉を使用したが、「過疎地域集落」や「条
件不利集落」、「小規模・高齢化集落」などの表記も見られ
る。「小規模・高齢化集落」については、『福祉社会学研究８』
（2011年）によれば「中国地方の各県においては「高齢化
率50％以上かつ戸数19戸以下の集落」と明確に定義」して
いるが、全国共通の定義とはなっていないようであり、こ
のままの表記とする。
17）農林水産研究所研究成果報告会等で報告されている鳥取
県の安達商事による移動販売と地元病院による健康管理の
組合せの事例がある。
18）社会的企業については境や小杉など多くの定義がある
が、小杉が社会保障審議会（生活困窮者の生活支援の在り
方に関する特別部会）に提出した資料の定義・解説がわか
りやすい。
引用・参考文献
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